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1 はじめに 

 
 平成 7 年に発生した兵庫県南部地震以降，緊急輸送

道路に架かる既設橋梁に対する耐震補強が鋭意実施さ

れている．しかしながら，鋼アーチ橋や鋼方杖ラーメ

ン橋等に関しては，地震時に複雑な挙動を示すことよ

り，その効果的な耐震補強方法は未だ確立されていな

いのが現状である．近年では，制振ダンパー等を設置

することにより，エネルギー吸収性能を向上させ地震

時の振動を低減させる工法(1), (2)が用いられている. 
 しかしながら，北海道の山間部に位置する全ての既

設橋梁に対して，このような対策を講じることは積雪

寒冷地域における制振ダンパー等の性能や設置費用の

面からも現実的ではないものと考えられる． 
 このような背景より，本研究では耐震補強の対象橋

梁である既設鋼方杖ラーメン橋を対象に，合理的な耐

震補強に資するための基礎資料を得ることを目的とし

て，その固有振動特性を把握するための実験および数

値解析による検討を行った．実験による検討では，車

両走行後における鋼方杖ラーメン橋の自由振動を計測

することによって，その固有振動特性の把握を試みた．

また，数値解析による検討においては，有限要素法に

よる固有振動解析を試み，振動実験結果との比較を行

うことにより，実験結果や数値解析モデルの妥当性に

関する検討を行った．なお，本解析には構造解析用汎

用プログラム ABAQUS(3)を用いた． 
 
 

*1 (株)構研エンジニアリング 

*2 くらし環境系領域 社会基盤ユニット 
 

2 対象橋梁の概要 
 
 本研究で対象とした橋梁は，一般国道 236 号に架か

る深山橋（橋長 98 m）であり，昭和 54 年に竣工され

た．構造形式は鋼方杖ラーメン橋である．図１には，

深山橋の一般図を示している．本橋梁は約 2.7 %の縦断

勾配を有し，かつ後述の図２に示すように側径間部（P2
橋脚～A2 橋台区間）は緩やかにカーブしている．支承

条件は，上部工の両端（A1/A2 橋台）が橋軸方向に対

して可動支承，両橋脚（P1/P2 橋脚）の基部が橋軸直角

方向の回転を許容するピン支承となっている．写真１

には深山橋の全景を示している． 
 

3 振動実験の概要および結果 
 
3.1 実験概要 
 本実験では，図２に示すように上下流側の地覆部お

よび下流側の橋脚部にサーボ型振動計（上流側：11 台， 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真１ 深山橋全景 
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図１ 一般図 

 

 
(a) 平面図 

 

 
(b) 側面図 

図２ 振動計の配置図 

 
図３ 計測システム 

下流側：30 台，橋脚部：4 台，計 45 台）を設置した．

図３には，本計測システムの概要を示している．全て

のサーボ型振動計からの加速度出力は，専用のアンプ

ユニットを介して送信用の指向性アンテナから受信用

アンテナに無線によって送信され，収録用 PC に一括

収録している．なお，計測のサンプリングタイムは 5 ms
である．本実験では，鉛直方向および橋軸直角方向振

動モードを特定するために，以下のように振動計を配

置した．すなわち， 
1) 鉛直振動モードを特定する場合には，下流側（全

15 点）にそれぞれ 2 台の振動計を設置して，感度

方向を鉛直方向および橋軸方向とした．2 台の振動

計を設置することによって 2 方向の計測を可能と

した．また，上流側に設置した振動計は全て感度
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(a) 上部工 

 

 
(b) 橋脚部 

 

 
(c) 上部工 

 
図４ 計測波形の一例とそのフーリエスペクトル 

方向を鉛直方向とした． 
2) 橋軸直角方向振動モードを特定する場合には，1)

において感度方向を鉛直方向とした振動計のそれ

を橋軸直角方向に変更した． 
なお，橋脚部に設置した振動計の感度方向は部材法線

方向に固定とした．振動計測は，大型車両通行後の自

由振動状態における加速度データを収録することとし

た． 
 
3.2 固有振動数および減衰定数の決定方法 
 実測加速度波形を用いた低次固有振動モードおよび

固有振動数の決定方法は，既往の論文(4), (5)を参考に，

以下の手順に基づいて実施した． 
1) 大型車両通過後の自由振動状態における全加速度

波形を収録する． 
2) 全測点の収録波形に関する 40.96 秒間について 

FFT 処理を施し，フーリエスペクトルを求める． 
3) 主要な測点において計測された応答波形のフーリ

エスペクトルから低次固有振動数と考えられる卓

越振動数を抽出する． 
4) 固有振動モードを求めるために，3) で求めた各測

点における卓越振動数近傍のフーリエスペクトル，

位相スペクトルを用いて波形を生成する． 
5) 4) で求められた各測点の加速度波形について，振

幅の大きい測点の波形を基準にして 1/4 周期毎に

おける各測点の振幅値を用いて振動モードを求め，

モードの節および腹の位置が各振動で移動せず，

振動モードが連成していないことを確認し，固有

振動モードを決定する． 
 また，減衰定数の決定方法は，以下の手順に基づい

て実施(6)した． 
1) 得られたフーリエスペクトルを参考に，各卓越振

動数を中心にバンドパスフィルタ処理を施し，減

衰自由振動波形を生成する． 
2) 得られた減衰自由振動波形の各周期における最大

振幅値を用いて，減衰定数を算出する． 
3) なお，卓越振動数が近接しバンドパスフィルタ処

理を施しても，適切な減衰自由振動波形が生成さ

れない場合には，減衰定数の算出はしていない． 
 

3.3 実験結果 
 図４には，実験結果の一例として大型車両通行後に

下流側の測点 a，b，c（図２参照）で計測された 20 秒

間の加速度波形とその加速度波形から求められたフー
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表２ 実験結果と数値解析結果との比較 
 

振動モード 
固有振動数 (Hz) 減衰定数 

h 
(%) 

実験結果 
fe 

数値解析結果 
可動支承 fam 固定支承 faf 

1 水平 1 次 2.32~2.34 1.87 2.16 1.16 
2 曲げ 1 次 3.13~3.15 3.09 3.24 0.42 
3 曲げ 2 次 4.66~4.76 4.66 3.75 - 
4 ねじり 1 次 4.98 5.11 5.15 - 
5 曲げ 3 次 5.32~5.40 5.08 5.53 - 
6 ねじり 2 次 7.25~7.45 6.91 - - 

 

 
図５ 要素分割状況 

リエスペクトルを示している．なお，スペクトル解析

には 8,192 個のデータ（40.96 秒間）を使用した． 
 まず，(a)，(b) 図に示す上部工の鉛直方向および橋

脚の部材法線方向加速度波形に着目すると，上部工で

は最大 13 gal 程度，橋脚部では 7 gal 程度の加速度が得

られており，車両走行によって橋脚部にも振動が励起

していることが分かる．また，(c) 図に示す橋軸直角方

向に関しても最大 5 gal 程度の加速度が得られており，

車両走行のみでも十分な振動が励起されていることが

確認される．なお，いずれの観測点においても加速度

波形から得られたフーリエスペクトルには，複数の卓

越振動数が存在することが分かる． 
 表２には，特定された各振動モードに対する固有振

動数および減衰定数を一覧にして示している．表中の

feは実験で得られた固有振動数，famおよび fafは後述の

有限要素解析において支承条件を可動および固定支承

とする場合の固有振動数を示している．なお，各振動

モードに対して固有振動数に若干の幅が示されている．

これは，車両重量や走行速度および橋梁が平面的に若

干の曲率を有していることより，車両の走行方向（上，

下流側）によって振動モードが若干異なることに起因

するものと推察される．また，減衰定数に関しては，

表２に示すように卓越振動数が比較的離れている水平

1 次振動および曲げ 1 次振動モードに対しては算出す

ることができたものの，それよりも高次の振動モード

に関しては，卓越振動数が近接していることより明確

に特定するまでには至らなかった． 
 

4 固有振動解析 
 

4.1 有限要素モデル 
 本研究では，今後の耐震補強を念頭に振動実験の他

に，架設当初の形状データを基に三次元有限要素法を

用いた固有振動解析を実施し，実験結果と比較するこ

とによりその妥当性について検討を試みた． 
 図５には，解析に用いた有限要素モデルを示してい

る．対象橋梁は縦断勾配を有し，かつ緩やかな曲線を

有していることより，橋梁全体をモデル化して解析を

行うこととした．解析モデルにおいて，主桁部および

橋脚部には 4 節点シェル要素，床版部，舗装部および
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(a) 水平 1 次振動モード（fam=1.87 Hz） 

 

 
(b) 曲げ 1 次振動モード（fam=3.09 Hz） 

 

 
(c) ねじり 1 次振動モード（fam=5.11 Hz） 

 
図６ 固有振動モードの一例（可動支承の場合） 

表３ 材料物性値一覧 
材料 弾性係数 

E (GPa) 
密度 

ρ (g/cm3) 
ポアソン

比 ν 
鋼材 206.0 7.85 0.30 
RC 床版 030.0 2.50 0.20 
アスファルト 009.8 2.30 0.35 

支承部には 8 節点固体要素，対傾構および横構には簡

略化のために 2 節点ビーム要素を用いている．総節点

数および総要素数は，それぞれ約 80,000，73,000 であ

る．なお，高欄や照明機器等は，それらが振動特性に

与える影響が小さいものと判断されることよりモデル

化していない． 
 
4.2 境界条件および使用物性値 
 境界条件において，両橋脚の底部は設計条件に基づ

きピン支承とした．上部工両端の支承は，設計条件に

即して可動支承とした場合と，経年劣化によって十分

な機能を保持していないことを想定して固定支承と仮

定した場合の 2 種類を設定した．表３には，本解析の

使用物性値を一覧にして示している． 
 
4.3 振動モード 
 図６には，数値解析結果から得られる水平，曲げお

よびねじり振動における最低次固有振動モードを示し

ている．図は支承条件を可動支承と仮定する場合の結

果である．なお，ねじり2 次振動モードに関しては，

支承条件を可動とする場合には存在するものの，固定

支承とする場合にはその存在を確認することができな

かった． 
 

5 実験結果と数値解析結果の比較 
 
 図７には，実験結果から特定された上部工における

各固有振動モードを数値解析結果と比較して示してい

る．また，表２には，各振動モードに関する固有振動

数について，実験結果と数値解析結果を比較して一覧

にして示している．なお，ねじり振動以外のモード分

布は，全て下流側の加速度出力から求めたものである．

また，下流側の振動モードに関しては橋軸方向の出力

結果も反映させている．数値解析結果は，支承条件に

よる影響を確認するために，A1/A2 橋台の支承部を可

動支承および固定支承とする場合の 2 種類について整

理している．ただし，ねじり 2 次振動モードに関して

は，固定支承とする場合には出現しなかったため，可

動支承と仮定する場合のみ示している． 
 まず，(a) 図に示す最低次固有振動モードに着目する

と，実験結果および数値解析結果は共に橋軸直角方向

への振動モードであることが分かる．また，実験結果

と数値解析結果の振動モードを比較すると，支承条件

にかかわらず両者は非常によく一致している．しかし

ながら，固有振動数は，いずれの解析結果においても

実験結果より小さく評価されていることが分かる． 
 次に，曲げ振動モードについて着目すると，曲げ1
次振動モード（b 図参照）の場合には，中央径間部に

関しては支承条件にかかわらず解析結果は実験結果と

よく一致しているものの，側径間部に関しては固定支

承と仮定する場合が可動支承と仮定する場合よりも実

験結果に近い．なお，実験における固有振動数は支承
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(a) 水平 1 次振動モード 

 

 
(b) 曲げ 1 次振動モード 

 

 
(c) 曲げ 2 次振動モード 

 

 
(d) 曲げ 3 次振動モード 

 
 

 
(e) ねじり 1 次振動モード 

 

 
(f) ねじり 2 次振動モード 

 
 
 

条件を可動支承とする場合と固定支承とする場合の間

に分布していることが分かる． 
 曲げ 2 次振動モードの場合（c 図参照）には，曲げ 1
次振動モードとは異なり，中央径間部に関しては数値

解析結果と実験結果に差異が見られるものの，側径間

部に関しては支承条件を固定支承と仮定する場合が実

験結果とよく一致している．しかしながら，実験にお

ける固有振動数は，可動支承とする場合の解析結果に

近く，固定支承と仮定する場合は実験結果の約 80 %と

小さい値となっている． 

 (d) 図に示す曲げ対称 3 次振動モードに関しては，実

験結果は可動支承および固定支承と仮定する場合の振

動モード分布の間に位置している．また，固有振動数

に関しても両者の間に分布していることが分かる． 
 最後に，ねじり振動モードに着目すると，(e) 図のね

じり 1 次振動モードに関しては，下流側の振動モード

においては支承条件の影響が小さく，解析結果は実験

結果の振動モードとほぼ一致している．一方，上流側

を見ると可動支承と仮定する場合が実験結果とよく対

応している．なお，実験結果による固有振動数は，数

図７ 実験結果と解析結果におけるモード分布の比較 
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値解析結果よりも若干小さいことが分かる． 
 ねじり 2 次振動モード（f 図参照）に関しては，A1-P1
区間は解析結果と実験結果は比較的一致しているもの

の，他の径間においては両者の振動モードは異なって

いることが分かる． 
 以上より，振動実験から特定された固有振動数は，

水平 1 次振動モードを除いて，上部工両端部の支承条

件を設計時と同様に理想的な可動支承と仮定する場合

と経年劣化を想定した固定支承を仮定する場合の数値

解析結果の間にほぼ分布していることが明らかになっ

た． 
 

6 まとめ 
 

 本研究では，既設鋼方杖ラーメン橋を対象に合理的

な耐震補強に資するための基礎資料を得ることを目的

に，その固有振動特性を把握するための振動実験を実

施した．また，別途有限要素法による固有振動解析も

実施し，両者の比較による振動実験結果の検証を行っ

た．得られた結果を整理すると，以下のように示され

る． 
(1) 車両走行後の自由振動状態における振動計測より，

低次の固有振動数および対応する振動モード分布

を特定することができた． 
(2) また，実験結果の固有振動数は，水平振動モード

を除き，上部工両端部の支承部を設計時と同様に

可動と仮定した場合と経年劣化によって十分な機

能を保持していないことを想定して固定とした場

合における数値解析結果の間にほぼ分布すること

を確認した． 
今後は，本有限要素モデルを用いた地震応答解析を実

施し，合理的な耐震補強に向けて検討を行う予定であ

る． 
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